




Effect of smoking prevention education on nursing school 
students : 
−Results of 2008 research−










































































































































































































































































































































































































































































































































































1年生 1.1（0.8） 2.6（0.6） **
3年生 1.5（0.9） 2.4（0.8） **
全体 1.3（0.9） 2.5（0.7） **
飲食店の受動喫煙防止（健康増進法）に関する知識
1年生 3.1（1.0） 3.6（0.7） **
3年生 3.3（0.8） 3.7（0.5） **
全体 3.2（0.9） 3.6（0.6） **
注１）Wilcoxon符号付き順位検定
注２）*p<0.05，**p<0.01
　５. 飲食店の受動喫煙防止（健康増進法）に関する知識
　飲食店の受動喫煙防止（健康増進法）に関する知識について、全体及び学年ごとに調査時
期による比較を行うためWilcoxon符号付順位検定を行った（表6）。
　飲食店の受動喫煙防止（健康増進法）では、全体、1年生及び3年生それぞれにおいて、有
意な差が認められた（各々、Z=−4.20,p<0.01、Z=−3.04,p<0.01、及びZ=−2.95,p<0.01）。
事後調査における平均点は、全体では3.6点（4点満点中）、1年生では3.6点、3年生では3.7点
であった。事前調査と比較して、それぞれ約0.5点有意に増加していた。
　各項目別にみると、「ウ　店内は、1つの部屋の中（仕切りなし）で座席が喫煙席と禁煙席
に分かれており、喫煙席では喫煙が可能となっている」（十分な対策でない）の正解率は、
事前調査88.6%、直後97.5%であった（p<0.05）。また、「エ　店内の座席は、どの席でも喫煙
が可能」（十分な対策でない）は、事前調査の段階からほとんどの学生が正解していた（n.s.）。
　「イ　店内は、禁煙席と喫煙席の空間が仕切りで完全に分かれており、喫煙席では喫煙
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が可能」（十分な対策でない）の正解率は、事前調査59.5%、事後調査84.8%と正解率が25%
強増加し、有意に上昇した（p<0.01）。
　「ア　店内が全面禁煙」（十分な対策である）では、事前調査77.2%、事後調査81.0%と正解
率にほとんど変化がなかった（n.s.）。
Ⅳ．考察
　喫煙率に関して、先行研究では、東京の女子看護学校生に対する調査（2007年）24）の
12.7%、新潟県内3大学看護学生（2007年）11）の6.2%、青森県の看護学生（2008）12）の39.5%、東
邦大学医学部看護学科2年生（2012）13）の10.2%等が報告されている。本研究の調査対象者は、
事前調査時の喫煙率が10.1%であり、事後調査では8.9%とやや減少していた。喫煙率が一
番低い、東邦大学医学部看護学科2年生と比較して、やや低いレベルであった。ただし、
事前調査と事後調査の間が1週間しかない。喫煙者1名において、事前調査の実施が、禁煙
に向けたきっかけになったのかもしれない。
　社会的ニコチン依存度では、2008年度調査と2007年度調査ともに、有意に低下していた。
2008年度と2007年度における全体、1年生及び2007年度3年生は、事前調査と比較し、事後
調査（2007年度は直後調査）の値が2分の1以下となり、社会的ニコチン依存度が低レベルと
なった。
　以下では、著者らの2007年度調査15）と比較しながら考察する。
　3年生において、2008年度では、2007年度事前調査の平均点とほぼ同じ値であった。し
かし、事後調査では、2007年度調査と比べると、より低いレベルの値ではなかった。2008
年度調査の3年生は、20代を越えた年代でもあることから、喫煙に対する甘い傾向があっ
たと思われる。
　1年生では、2008年度及び2007年度ともに、事後調査では、事前調査のおよそ2分の1以
下の値まで社会的ニコチン依存度が低下していた。入学して間もない1年生に喫煙防止教
育を実施することは、大きな意義があると思われる。
　次に、タバコ対策への参加意識について、2008年度調査及び2007年度調査では、ともに
学年と時期による2元配置分散分析を行ったところ、調査時期に関して有意な主効果が認
められた。全体では、2008年度調査と2007年度調査において、講義後に参加意識が有意に
上昇していた。
　2008年度調査と2007年度調査において、病院・診療所、飲食店及び公共施設における敷
地内禁煙の各項目が、事後調査で高率の回答であった。
　北山25）は、たばこに関する議論を真っ当に行うため、及び喫煙防止教育を実効性のある
ものとして実施していくためには、「社会の歪み」を正さなければならないと指摘している。
また、そのためには「喫煙行動そのものが病気である」、「社会がたばこ依存症である」こと
等について、共通理解が必要だとしている。
　2008年度調査においても、医学界が「喫煙自体が病気である」という考え方をしているこ
とや健康保険の面からも実際にそうなってきたことを強調した。この点は、今後の喫煙防
止教育の内容として重要な内容ではないかと思われる。
　タバコ問題・対策について、事後調査で3項目中2項目が90%前後の正解率であった。し
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かし、「喫煙者がタバコを止めようとする場合に適切といえない行動」において、事後調査
で70%弱の正解率であった。この設問は、将来看護師になった際、禁煙治療や喫煙者に対
する支援をする場合に、大変重要な知識とも言える。今後、講義内容を減らし、もう少し
丁寧に説明する必要があると思われる。
　飲食店の受動喫煙防止（健康増進法）に関する知識では、1、3年生、1年生及び3年生それ
ぞれにおいて、有意な差が認められた。4項目中3項目において、事後調査では85%以上の
正解率であった。事前調査と事後調査において、「店内が全面禁煙」（十分な対策である）の
正解率が80%に留まり、ほとんど変化がなかった。これは、海外における公共施設の敷地
内禁煙事例等を紹介し、敷地内禁煙の重要性を強調したことにより、「店内が全面禁煙」だ
けでは不十分である、と理解した学生がいたためだと思われる。
Ⅴ．結論
　2008年度に看護学生の1、3年生を対象として、喫煙防止（及び禁煙支援）に関する授業を
行い、授業前後の調査結果を分析した。その結果、次のようなことが分かった。
　1.　2008年度の1、3年生の喫煙者について、事前調査では8名（10.1%）、直後調査では7名
（8.9%）であった。ただし、事前調査と事後調査の間が1週間しかない。喫煙者1名に
おいて、事前調査の実施が、禁煙に向けたきっかけになったのかもしれない。
　2.　本研究で実施した喫煙防止（及び禁煙支援）に関する授業は、看護学生の社会的ニコ
チン依存度の低下やタバコ対策への参加意識の向上に効果があることが分かった。
　3.　2回目の授業を受けた3年生では、社会的にニコチン依存度の大幅な低下やタバコ対
策への参加意識の高まりが確認されたことから、3年生への2回目の授業も有意義だ
と考えられた。
　4.　2008年度調査及び2007年度調査では、第1著者が授業を担当した。両年度において、
同様の内容で授業を実施した。この結果、社会的ニコチン依存度やタバコ対策への
参加意識の高まりが認められた。これにより、喫煙防止教育（及び禁煙支援）に関す
る授業として、適切であることが分かった。
【注釈】
　注1）本論における社会的ニコチン依存度の定義は、「喫煙を美化、正当化、合理化し、
またその害を否定することにより、文化性を持つ嗜好として社会に根付いた行為
と認知する心理状態」と定義する（吉井千春,加濃正人,相沢政明ほか：加濃式社会
的ニコチン依存度調査票の試用（和製薬会社編）.日本禁煙医師連盟通信　13：6-11,
2004）。
　注2）社会的ニコチン依存度質問票（第2版）の質問8は「タバコは喫煙者の頭の働きを高め
る」となっているが、今回の調査対象者に非喫煙者が多いことが予想されたため、
「喫煙者の」という言葉を外し、「タバコは頭の働きを高める」と、より限定の少ない
表現を使用した。
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　注3）「タバコ3悪人」（「だんご3兄弟」の替え歌）、及び「ニコチン監獄」（「おさかな天国」の
替え歌）については、下記ウェブサイトを参照のこと。日本学校保健学会「タバコ
のない学校」推進プロジェクト　「禁煙替え歌」
　　　http://openweb.chukyo-u.ac.jp/~ieda/P-kaeuta.htm　アクセス日：2012年10月24日
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